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技能労務職員等技能労務職員等技能労務職員等技能労務職員等のののの給与等給与等給与等給与等のののの見直見直見直見直しにしにしにしに向向向向けたけたけたけた取組方針取組方針取組方針取組方針     
平成27年３月 

１１１１    現状現状現状現状  

（１）職種ごとの人数・平均給与・平均年齢等のデータ                                                                          

区  分  

公  務  員  民   間  参 考  

平 均  

年 齢  
職員数 

平均給料

月  額  

平均給与 

月額(A) 

平均給与月額 

（国ベース） 

対応する民間

の類似職種 

平均 

年齢 

平均給与

月額(B) 
Ａ /Ｂ  

津島市 * * *  1人  * * *  * * *  * * *  ― ― ― ― 

 
校務員 * * *  1人  * * *  * * *  * * *  用 務 員   54.3歳 199,300円 * * *  

その他 * * *  0人  * * *  * * *  * * *  ― ― ― ― 

（注）１ 「平均給料月額」とは、平成26年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。 

      ２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤 

    務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明ら 

    かにされているものです。 

     また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特 

    殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算し 

    たものです。 

   ３ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成23年～平成25年の 

     ３ヶ年平均） 

４ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているも 

  のではないです。 

５ 個人が特定されるものについては公表していません。（２人以下の項目） 

 

 

 

（２）職種ごとの年齢別の人数 

区 分 

2 0歳  20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 4 4歳  4 8歳  5 2歳  56歳 60歳 

 

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 

 

未 満  23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 4 7歳  5 1歳  5 5歳  5 9歳  以 上  

津島市 
人  人  人  人  人  人  人  人  人  人  人  人  

0  0  0  0  0  0  0  0  0  1  0  0  

 校務員 0  0  0  0  0  0  0  0  0  1  0  0  

清掃職員 0  0  0  0  0  0  0  0  0  0  0  0  

その他 0  0  0  0  0  0  0  0  0  0  0  0  
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（３）その他給与に関する事項 

  ①給料表 

    国の行政職給料表（一）と行政職給料表（二）の合成表で５級制です。 

  

 ②手当 

    扶養手当、地域手当、住居手当、通勤手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、 

休日勤務手当、期末手当及び勤勉手当です。 

   

  ③昇格基準 

    毎年１月１日に前年度における勤務成績に応じ、４号級（55歳を超える場合 

   は２号級）を標準として昇給させています。 

 

２２２２    基本的基本的基本的基本的なななな考考考考ええええ方方方方    

   現在までの取組み内容として、職員数については退職者不補充職種として採用を 

行わず、行政職への転任試験実施や民間委託等を行ってきました。今後も職務の内 

容等を考慮しながら職員数の適正化を推進していきます。給与につきましては、国、 

県及び他市の動向を踏まえながら適宜見直しを進めていきたいと考えています。 

 

３３３３    具体的具体的具体的具体的なななな取組取組取組取組みみみみ内容内容内容内容    

平成16年７月から平成20年６月まで２％の給料減額を行いました。また、平成21 

年１月からは地域手当を10％から７％に、平成22年４月からは７％から３％に変更

しました。 

その他、住居手当では一律支給の廃止（平成17年７月）、新築持ち家の1,800円

加算の引き下げ及び借家の1,300円加算の廃止（平成21年12月）、持ち家を4,100

円から3,100円へ引き下げ（平成23年４月）、通勤手当では徒歩通勤者及び２ｋｍ

未満通勤者への支給廃止（平成18年１月）、距離区分の支給額の引き下げ（平成23

年４月）、特殊勤務手当では危険手当及び運転手当を月額から日額へ見直し（平成

18年４月）、年末年始手当の廃止（平成19年12月）をしました。今後も給与・業務

等全般にわたり見直しを図ってまいります。 

   昇給のあり方に関しては、人事考課制度を導入するなど、勤務成績を昇給に反 

映できるよう段階的に推進していきます。 

 

４４４４    そのそのそのその他他他他    

   退職者不補充職種であるため、今後も民間委託等を推進し、再任用職員や臨時的 

  職員の活用等も視野に入れて検討していきます。 


